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１． はじめに 

本文書は、宇宙天気現象に対する各事業分野における対応方針を策定するために理解しておく

べき情報を示すものである。宇宙天気現象は、その規模により、通信・放送、宇宙システム運用、航

空機運航、衛星測位、電力等の重要インフラに影響を与えることが知られている。それらの影響を

最小限に抑えることを目的として、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は 1988 年より

宇宙天気予報を実施して宇宙天気予報ウェブサイトやメール等で情報配信しており、2019 年以

降は 24 時間 365 日の運用体制となっている[1]。 
 
しかしながら、宇宙天気現象の影響が社会インフラごとに異なること、予報情報が具体的な影

響に直結しておらず影響の定量的評価が難しいこと、宇宙天気予報の成熟度が気象予報と比較す

ると観測点の圧倒的不足等から発展途上であることなどから、宇宙天気情報の利用に関するガイ

ドラインはこれまで整備されていなかった。この状況を改善するために、宇宙天気ユーザー協議

会の活動や総務省主催「宇宙天気予報の高度化の在り方に関する検討会」（以下、「検討会」とい

う。）等を通じて、少しずつ宇宙天気現象の社会インフラに対する影響への理解が進みつつある

[2-5]。これを踏まえて、宇宙天気情報利用ガイドライン（以下、「ガイドライン」という。）を策

定することとなった。 
 
本文書は、宇宙天気情報の利用をこれから始める方がガイドラインの内容をよく理解できる

ようにする目的で作成された手引きである。はじめに宇宙天気予報の現状と予報範囲につい

て、次に太陽フレア発生からの経過時間別に各分野の宇宙天気の影響が現れる可能性と対策の

概要について述べる。ガイドラインでは、社会インフラ運用者向けに策定した新警報基準に基

づく宇宙天気イベント通報と、宇宙天気現象への対策を記載する。従来の宇宙天気イベント通

報を含む宇宙天気予警報は太陽フレアの X 線量など物理量でレベル分けしているが、新警報基

準ではインフラへの影響度に応じてレベル分けを行う。新警報基準や対策については、インフ

ラ運用者の方々と共に引き続き検討し更新していく必要があるが、本手引きやガイドラインが

こうした取り組みの活性化の一助になることを目的の一つとする。 
 
 

２．宇宙天気予報の現状と予報範囲 

宇宙天気現象の主な源は太陽フレアなどの太陽活動である（図１）。太陽フレアとは太陽の表

面で発生する大規模な爆発現象である。太陽の黒点の周辺で起こり、太陽の活動が活発なとき

に発生しやすい。大規模な太陽フレアは、X 線や電波バーストなどの電磁波だけでなく、高エネ

ルギー粒子の増大（プロトン現象）や、太陽コロナ（上層大気）から大量のプラズマが惑星間

空間に放出される現象であるコロナ質量放出（CME）を伴うことが多い。これらは地球に到達

すると、地磁気や電気を帯びた超高層大気（電離圏）において大規模な宇宙環境変動を引き起

こす可能性がある。 
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太陽フレアに伴う電磁波、高エネルギー粒子、CME は、地球への到来時間が異なり、社会的

影響も異なる。地震のような自然災害でも時間差をもって複数の影響があるように、宇宙天気

の場合も時間差をもって複数の影響があり、各段階に応じた対策が必要である。また、宇宙天

気現象には必ずしも太陽フレアに起因しない現象もあることに注意が必要である。例えば太陽

コロナホールからの高速太陽風による地磁気の乱れや放射線帯電子の増大、中低緯度に発生す

る電離圏の乱れであるプラズマバブル、地上の気象現象（台風・火山・地震を含む）が引き起

こす波動現象などが上空に伝わって発生する波状構造を持つ電離圏の乱れなどである。 
 
現在、ウェブサイトやメール等で配信する宇宙天気予警報は、太陽フレア（Ｘ線や電波バー

スト）、プロトン現象、地磁気の乱れ、放射線帯電子、電離圏の乱れ、デリンジャー現象、スポ

ラディック E 層がある（図 2）。さらに大規模な太陽フレアやプロトン現象の発生時にはイベン

ト通報*1を配信している。各予警報は、太陽フレアの X 線量など物理量を基準としたレベルが

設定されている。しかしながら、社会インフラへの影響や対策は各分野によって異なるため、

ユーザーとなる社会インフラ運用者の方々が利用しやすいように新警報基準を策定した。（詳細

はガイドラインを参照のこと。） 
 
なお、宇宙天気予警報の利用に関する注意点がいくつかある。まず、大規模なプロトン現象

や地磁気の乱れの発生は大規模な太陽フレアの発生に伴うとは限らない点である。太陽フレア

の発生をトリガーとして警報を出しても、プロトン現象や地磁気の乱れが小規模でその影響が

小さいことがある。逆に太陽フレアの規模が小さくても、大規模なプロトン現象や地磁気の乱

れが発生し、大きな社会影響を与えた例もある。次に、地磁気の乱れや電離圏の乱れ（電離圏

嵐）を発生させる CME の到来時刻の予測誤差は現状で 12 時間程度ある*2。また CME が到来

しても、地磁気によって防御され大きな影響が生じないこともあり、現状ではその精度の高い

予測は地球到達の約 1 時間前になる*3。さらに電離圏の詳細な予報に関しては、下層大気の影響

もあることなどから、まだ予測精度が十分ではない。宇宙天気予警報の利用にあたっては、こ

のような点に留意する必要がある。 
 
なお、ここまで述べてきた短期的（数日～数週間）な宇宙天気変動に加えて、約 11 年の太陽

活動周期に伴う長期的な宇宙環境変動も存在する。これらは、人工衛星等に用いる太陽電池や

半導体素子等の劣化、人工衛星の軌道高度の低下の度合に変動をもたらすため、運用期間中の

太陽活動の状況を考慮した人工衛星の設計等が必要となる。しかしながら、長期的な宇宙環境

変動の予測は難しいのが現状である。 
 
*1 宇宙天気情報メール配信サービス（ https://swc.nict.go.jp/report/ ） 

*2 CME 観測は、地球からの視線方向の速度推定に限られるため。 

*3 現在の太陽・地球間の定常観測が ACE, DSCOVR 等の衛星による地球近傍での観測点に限定さ

れているため。 

https://swc.nict.go.jp/report/
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図 1: 宇宙天気の乱れの発生から身近な社会への影響 

 

 
図 2: NICT 宇宙天気予報ウェブサイト（https://swc.nict.go.jp/） 

 

 

  

https://swc.nict.go.jp/%EF%BC%89
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３．宇宙天気による分野ごとの社会インフラへの影響 
 
宇宙天気現象による分野ごとの社会インフラへの影響は、基本的には表 1 に示すように、太

陽フレア発生からの経過時間によって、X 線など電磁波の到達、高エネルギー粒子の到達、

CME の到達の 3 段階に分けられる。以下、各段階における分野ごとの影響について説明する。

なお、表 2～7 における各宇宙天気現象の影響の継続時間は、1 つの太陽フレアによる影響であ

り、複数の太陽フレアが短時間で連続して発生した場合には異なる可能性がある。 
 

表 1：太陽フレア発生後経過時間ごとの社会インフラへの影響 
 

フレア X 線到達 
（フレア発生直後） 

高エネルギー粒子(*4)到達

（フレア発生約 30 分後） 
CME 到達 
（フレア発生約 2 日後） 

通信・放送 ✓（主に昼間側） ✓（主に極域） ✓ 

宇宙システム運用  ✓ ✓ 

航空機被ばく  ✓  

衛星測位 ✓（主に昼間側） ✓ ✓ 

有人宇宙活動  ✓  

電力   ✓（高緯度ほど大きい） 

✓：大きな影響があり得る 

*4 太陽フレアが起きると、高エネルギーの粒子 （数 10 keV～数 1 GeV の電子やプロトン・重イオン（He や Fe、

O）など）も放出され、数時間～１日継続する。もう一つの典型例として、CME の地球到達と同時に高エネ

ルギーのプロトンが増加した後、数日間かけてなだらかに減少することがある。 

 

 
3.1 通信・放送に対する影響 
○ 短波放送や船舶通信、航空通信、軍用無線等で使用される HF 帯の電波は、電離圏で反射する

性質を利用して見通し距離を超えた遠距離通信が可能である。強い太陽フレアが発生した場合、

異常電離した電離圏 D 領域で HF 帯の電波が吸収され、数分～数時間電波が減衰し、遠距離の

通信・放送が通じにくくなる（デリンジャー現象）[6]。 
○ 高エネルギー粒子（プロトン）が極域地方に降り注ぐと、電離圏 D 領域の異常電離によって

HF 帯の電波が吸収されるため、遠距離の通信・放送が通じにくくなる（極冠吸収）。 
○ 地磁気の乱れに伴って電離圏電子密度の減少が発生した場合（電離圏嵐）、HF 帯の高い周波数

帯の電波は電離圏で反射されなくなるため、遠距離の通信・放送が通じなくなる。 
○ 航空無線や放送に使用される VHF 帯の電波は、スポラディック E 層により電離圏で反射され、

見通し距離を超えて伝搬することがあり、VHF 帯を利用した通信や放送の混信につながる。 
○ 衛星通信やテレビ放送で使われる UHF 帯の電波は、中低緯度で日没後にしばしば発生するプ

ラズマバブルが内包する電離圏電子密度の不規則構造により、電波シンチレーションが発生し、

UHF 帯を利用した通信や放送の質が劣化する。 
○ 太陽電波バースト発生時には、広帯域にわたって太陽方向から来る電波のノイズが大きくなる。

そのため、レーダーや携帯電話などの無線システムのアンテナ指向性や無線機器間の位置関係
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によっては、太陽電波由来のノイズが増大する可能性がある。 
○ 対策として、 HF・VHF通信については、利用する周波数帯のシフト（デリンジャー現象、

極冠吸収においては高周波数側、電離圏嵐においては低周波数側）、代替手段（衛星通信・

有線通信等）の確保による影響の軽減策をとり、影響が収束するまで待機する、あるいは通

信がつながりやすい場所に移動したりする。 
 

表2：宇宙天気現象による通信・放送に対する影響 

【HF 通信・放送への影響】 
太陽フレア発生後 

経過時間 
社会インフラへの影響  継続時間 

直後 
（X 線の影響：デリン

ジャー現象） 

低い周波数を中心に、利用が困難になる。 
太陽フレア発生直後の昼間側の領域 

数分 
～1 時間程度 

約 30 分後 
（高エネルギー粒子の

影響：極冠吸収） 

低い周波数を中心に、利用が困難になる。 
北極・南極地域で発生。 

 

1 時間 
～6 時間程度 

約 2 日後 
（CME の影響：電離

圏嵐） 

高い周波数を中心に、利用が困難になる。 
特に場所を特定せずどこでも発生する 

可能性がある 

数時間 
～2 日程度 

 
【VHF 通信・放送への影響】 

太陽フレア発生後 
経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

太陽フレアと 
関係しない 

（スポラディック E 層） 

通常届かない領域まで電波が伝搬し、混線する可能性 
がある。日本では春～秋の日中に地球全域で継続的に発

生。 

数分 
～数時間程度 

 
【UHF 通信・放送への影響】 

太陽フレア発生後 
経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

太陽フレアと 
関係しない 

（プラズマバブル） 

放送や通信の質が劣化する。 
赤道から低緯度にかけて、日没から真夜中にかけて発生

する。日本では春・秋の発生が多い。 

～最大数時間程度 

 
【携帯電話等への影響】 

太陽フレア発生後 
経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

直後 
（太陽電波バースト） 

断続的に電波状況が悪化する。太陽フレア発生直後に日

出または日没の時間帯で太陽と基地局、利用者が直線上に

並ぶ領域 

～最大数時間程度 
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3.2 宇宙システム運用に対する影響 
○ 宇宙天気現象によって、太陽風から飛来してきた電子による衛星帯電（表面帯電、深部帯電）

による故障、高エネルギー粒子によるメモリー反転（シングルイベント）による誤動作・故障、

強い太陽放射線被ばく（トータルドーズ）による太陽電池や半導体素子の劣化、磁気嵐に伴う

大気抵抗や磁気トルクの変化によって軌道・姿勢の異常が発生し、最悪の場合には衛星本体の

損失が発生するおそれがある。宇宙環境に起因する衛星障害の 25~50%が帯電・放電による障

害である[7,8]。衛星帯電には表面帯電（衛星表面部材や構造体の帯電）と深部帯電（集積回路

等の衛星深部の帯電）の二種類があり、帯電の電位差が大きいほど放電発生確率が上昇する。

なお、過去の経験を踏まえた耐宇宙環境設計を施した衛星についてはその影響は小さくなる。 
○ 地球低軌道における衛星コンステレーションの利用において、高度約 500km 以下は大気密度

が大きく、大気抵抗による衛星高度低下率が大きい。特に太陽活動極大期や地磁気の乱れによ

って軌道高度の大気密度が増大し、大気抵抗も増大することで衛星寿命に影響を及ぼしている

[9]。また低軌道衛星は、極域で降り注ぐ高エネルギー粒子の影響を受けやすいが、大気密度の

影響で、放射線帯電子の影響は中軌道や静止軌道に比べると少ない。また中軌道、静止軌道の

衛星は極軌道に限らず放射線帯電子や高エネルギー粒子の影響を受ける。 
○ 衛星打ち上げ前の対策として、想定している宇宙システム運用期間中の宇宙天気現象の影響に対す

るリスクを考慮した衛星設計を行う。ロケットによる衛星打上げ時には宇宙天気情報も打上げ判断に

利用し、特に衛星の初期運用を低高度で行う場合は、太陽活動に応じて衛星に生じる大気抵抗の

影響が変化することを十分考慮した打ち上げ・運用計画を立てる。 
○ 運用時の対策として、衛星運用に大きな影響を与える宇宙天気現象発生時には、宇宙天気現象

による衛星の誤動作や故障防止のため、衛星姿勢変更や軌道変更、ソフトウェア更新などのク

リティカル運用の回避、衛星各機器の電源の一時的な遮断等の措置をとる。また異常事態発生

に備えた体制を取る。なお、同じ宇宙天気現象でも、対策については衛星の軌道や設計に応じて

変わりうるものである。 
○ 非周回衛星については、衛星軌道が主に磁気圏や電離圏の範囲外となるため、高エネルギー粒

子による影響はあるが、磁気圏や電離圏の乱れに伴う影響はない。 
 

表 3：宇宙天気現象による宇宙システムに対する影響 

【低軌道衛星への影響】 
太陽フレア発生後 

経過時間 
社会インフラへの影響 

 
継続時間 

約 30 分後 
(高エネルギー粒子) 

衛星誤作動：シングルイベントの発生率 
の増加による誤作動 

数時間 
～数日程度 

材質劣化：トータルドーズ増加による 
太陽電池パネル・半導体素子等の材質劣化 

数時間 
～数日程度 

約 2 日後 
(CME) 

衛星誤作動：極域の帯電放電の発生率の増加 
による誤作動・故障 

数時間 
～1 日程度 

大気抵抗増加による衛星の 
姿勢・軌道の変化 

数時間 
～1 日程度 

太陽フレアと 
関係しない発生 

極域の帯電放電の発生率の増加。 
誤作動・故障の発生 

数日 
～数週間 
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(コロナホール・ 
太陽風起源) 

長期的な太陽 
活動変化 

(高エネルギー粒子) 

トータルドーズ増加による太陽電池 
パネル等の軽微な材質劣化 

数日 
～数週間 

大気抵抗増加による衛星の 
姿勢・軌道の変化 

太陽活動ピーク 
前後 4-5 年間 

太陽フレアと 
関係しない発生 
(プラズマバブル) 

VHF・UHF 帯：シンチレーションにより、衛星通信で

の電波減衰。撮像画像の乱れ、通信品質劣化。L 帯、S
帯まで影響。日没から真夜中にかけて発生する。日本では

春・秋の発生が多い。 

～最大数時間程度 

太陽フレアと 
関係しない発生 
(伝搬性電離圏じょ

う乱) 

SAR 衛星(*5)：L 帯では、ファラデー回転により偏波

面が回転、位相がずれる。干渉計・高さ推定値に影響。

日本では夏・冬の夜間と冬の昼間の発生が多い 

～最大数時間程度 

 
【静止軌道・中軌道衛星への影響】 

太陽フレア発生後 
経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

約 30 分後 
(高エネルギー粒子) 

衛星誤作動：シングルイベントの発生率 
の増加による誤作動 

数時間 
～数日程度 

材質劣化：トータルドーズ増加による 
太陽電池パネル・半導体素子等の材質劣化促進 

数時間 
～数日程度 

約 2 日後 
(CME) 

帯電放電の発生率の増加。 
誤作動・故障の発生。 

数時間 
～1 日程度 

太陽フレアと関係

しない発生 
(コロナホール・太陽

風起源） 

帯電放電の発生率の増加。 
誤作動・故障の発生。 

数日 
～数週間 

長期的な太陽 
活動変化 

(高エネルギー粒子) 

トータルドーズ増加による太陽電池 
パネル・半導体素子等の軽微な材質劣化 

 

 
【非地球周回衛星への影響】 

太陽フレア発生後 
経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

約 30 分後 
(高エネルギー粒子) 

衛星誤作動：シングルイベントの発生率の増加に 
よる誤作動 

数時間 
～数日程度 

材質劣化：トータルドーズ増加による太陽電池 
パネル・半導体素子等の材質劣化 

数時間 
～数日程度 

長期的な太陽 
活動変化 

(高エネルギー粒子) 

材質劣化：トータルドーズ増加による太陽電池 
パネル・半導体素子等の材質劣化 

 

*5  SAR 衛星（合成開口レーダー衛星）は、人工衛星や航空機に搭載されたレーダーで、地表の形状や性質を画

像として観測する衛星。 
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3.3 航空機運航に対する影響 
○ 高エネルギー粒子（太陽高エネルギー粒子及び銀河宇宙線）が地球大気圏に降下すると、大気

を構成する様々な原子や分子と衝突し、空気シャワー反応を起こして二次宇宙線が発生する。

これが航空機高度で降り注ぐことによって、航空機に搭乗している乗務員等の被ばく線量が増

大することになる[10]。なお、高エネルギー粒子の地上にて日常生活を送る人々の健康に対す

る影響は無視できるほど小さい。また、太陽フレアに伴う X 線は人体にほぼ影響しない。 
○ 日本では、航空機の乗務員に対する年間の被ばく量の上限として 5mSv とするガイドラインが

示されている[11,12]。乗務員等の被ばく量を低減するため、大規模な宇宙天気現象の発生時に

は航路変更が必要となる可能性がある。 
○ 事前の対策として、極付近の航路（極航路）については、現況及び予報を参考に路線や路線構

成について航路変更（高度・緯度）などの運航計画変更など、一定の配慮に基づく対応を実施する

[6]。 
 

表 4：宇宙天気現象による航空機被ばくに対する影響 
太陽フレア発生後 

経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

約 30 分後 
(高エネルギー粒子) 

航空機高度の被ばく線量率が増大。 

主に中緯度～高緯度地域で発生。 

数分～数時間程度 

 
○ デリンジャー現象や電離圏嵐、プラズマバブル、太陽高エネルギー粒子等の宇宙天気現象によ

って、航空機の運航に必要な通信や衛星測位に障害が引き起こされるおそれがある（3.1、3.4
参照）。  

○ 航空機では衛星通信と HF・VHF 通信が使用され、国内線では VHF 通信、洋上管制では HF
通信を使用する。極域では VHF 通信局がなく、衛星通信も利用できないため、HF 通信が利用

できなくなることの影響は非常に大きくなる。対策としては 3.1 で述べた他、極航路の変更等

の判断を実施する。 
○ 宇宙天気現象による衛星測位システムの測位精度の劣化が航空機運用に影響を与えるおそれ

がある。対策として 3.4 で述べる他、衛星測位システムを補強するシステムが用いられている。 
○ なお、国際民間航空機関（ICAO）では、2019年11月から宇宙天気情報の利用が開始されている。日

本ではNICTが開始当初から宇宙天気情報の提供を行っている。 
 
3.4 衛星測位に対する影響 
○ 衛星からの電波を利用して位置情報を計算する GPS やみちびき等の衛星測位システム

（GNSS）は、ドローンや自動運転、測量など現代社会の様々な分野で利用されている。しか

し、電離圏等の変動により測位精度が劣化し、その結果、様々な利用分野に影響をもたらすお

それがある[6]。例えば、電離圏変動により伝搬遅延が基準局あるいはモデルとの差が生じ、測

位誤差の増大につながる。また、プラズマバブルが内包する電離圏不規則構造により発生する

電波シンチレーションにより衛星信号のロック損失が生じ、測位不能となる場合が発生する。 
○ 衛星測位には一つの周波数帯を用いる方式や複数の周波数帯を用いる方式があり、測位方式も
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複数あり、それらの方式によって精度劣化の程度は異なる。また、測位誤差は軌道予測誤差（測

位衛星の位置精度）、マルチパス誤差（建物等での反射による遅延）等も要因となるため、宇宙

天気が精度劣化の要因だと一概に断定できない側面もあることに注意を要する。 
○ 事前の対策として、衛星測位誤差増大の可能性を認識し、精密な測位を要する作業日時の変更など

の措置をとる。または、精度劣化を回避するために、電離圏の影響を受けにくい測位方式を用意す

る、細かい電離圏補正が可能なシステムを使う、GNSSを利用しない測位手法の利用による衛星測位

信号の補完を実施する。 
○ GNSS を利用した時刻同期については、電離圏によりナノ秒レベルの誤差が発生し得ると考えられる

が、現状一般的に使われている時刻同期はミリ秒程度と考えられるため影響はない。ナノ秒レベルの

誤差精度が必要なシステムについては影響する可能性がある。 
○ GNSS アンテナの指向性は無指向性（全天方向）で、太陽電波バーストやプラズマバブルの

影響を受けやすい。太陽電波バースト発生時、IP ネットワークの時刻同期を行う GNSS 受信

機で信号が受信できず、時刻同期の精度低下、時刻同期喪失のリスクがある。 
 

表 5：宇宙天気現象による衛星測位に対する影響 
太陽フレア発生後 

経過時間 

社会インフラへの影響  継続時間 

直後 
(X 線・電波バースト) 

主に低緯度の昼間の時間帯を中心に誤差の増大（1 周波

測位では最大数 m 程度）や電波バーストによる受信不良が

発生。 

数分 
～数時間程度 

約 2 日後 
（CME の影響：電離

圏嵐） 

特に場所を特定せずどこでも誤差の増大（1 周波測位では

最大数 10m）が発生する可能性がある 
数時間-1 日程度 

 

太陽フレアと 
関係しない 

（プラズマバブル） 

赤道から低緯度にかけて、日没から真夜中に 
かけて受信不良が発生する。測位誤差の増大の他、 
電波シンチレーションで測位不能な場合も発生する。 

日本では春・秋の発生が多い。 

～最大数時間程度 

 
 
3.5 有人宇宙活動に対する影響 
○ 軌道上で活動する宇宙飛行士は高エネルギー粒子（太陽高エネルギー粒子と銀河宇宙線）に常

にさらされている。その結果、被ばく量は太陽静穏時でも約 0.5～1mSv/日となり、国際宇宙ス

テーション（ISS）滞在中の 1 日当たりの放射線量は地上での数か月分に相当する[13]。 
○ そのため、対策として、日本人宇宙飛行士の生涯実効線量制限値が宇宙航空研究開発機構

（JAXA）により定められており[14,15]、ISS 船内では放射線量計測がリアルタイムで行われ、

宇宙飛行士が携帯する小型線量計と併せて被ばく管理が行われている。有人の宇宙活動シーン

や活動場所によって、運用者はきめ細かい被ばくに関する基準値を定める必要がある。また ISS 参

加各国宇宙機関の調整により宇宙天気現象の異常時の対処方針が定義されており、太陽フレア

による被ばく量増大が予想される場合には船外活動中の宇宙飛行士は船内に戻る、遮蔽率の高

い区画へ避難するといった対策が行われている[16]。 
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表 6：宇宙天気現象による有人宇宙活動に対する影響 
太陽フレア発生後 

経過時間 
社会インフラへの影響  継続時間 

約 30 分後 
(高エネルギー粒子) 

太陽放射線による被ばく線量率の増加。 
宇宙飛行士が滞在する宇宙船で発生。 

数時間～数日程度 
主に太陽活動期 

太陽フレアと関係

しない発生 
(銀河宇宙線) 

長期宇宙滞在中の銀河宇宙線による放射線被ばく 
（太陽高エネルギー粒子ほどの強度はないが、期間が長

い） 

主に太陽静穏期 
(静穏期に太陽風磁場

が弱まることで太陽圏

外の銀河宇宙線が太

陽圏内に影響するよう

になる) 

 
 
3.6 電力に対する影響 
○ 地磁気の乱れによって送電線に過電流としての地磁気誘導電流（GIC）が発生するため、変

圧器の過熱による絶縁性能の劣化、高調波発生による保護用リレーの誤動作、無効電力の増

加による電圧低下等が発生する可能性がある[17]。 
○ 電力系統に生じる GIC の実測調査やシミュレーション研究等の結果、我が国においても極端

に大規模な地磁気の乱れが起きた場合、相当量の地磁気誘導電流が発生し、電力系統の脆弱

な箇所が被害を受けるおそれは否定できない[18-20]。 
○ 対策として、電力系統に生じる GIC 発生メカニズムに対して設備の監視体制を確立し、想定

される GIC に耐性がある変圧器の利用や高調波成分を除去できるデジタルリレーの利用など

の対策を講じる。異常電流発生時に備えて、該当する変圧器の運転を一時停止するといった

措置を準備する。 
○ 実際の電力系統に生じる GIC の大きさ、対するインフラ運用者ごとの設備の耐性について不

明な部分が多いことから、将来課題として、大規模宇宙天気現象に対する現象規模の推定や

リスク評価等を実施し、電力系統に流れる GIC を実測なしで推定できる手法を確立するとと

もに、警戒するべき GIC の閾値を定める必要がある。 
○ GIC は地上の送電網だけでなく、石油・ガスパイプラインのような長距離にわたって敷設された導体に

も発生し、腐食による損傷の可能性などが指摘されている[21,22]。海底ケーブルも導体がある部分に

ついては電流が流れ、誤作動につながる等の研究がされている[23,24]。 
 

表 7：宇宙天気現象による電力に対する影響 
太陽フレア発生後 

経過時間 
社会インフラへの影響  継続時間 

約 2 日後 
(CME) 

 

電力網に想定外の直流電流が流入し、保護用リレーの誤

動作の可能性がある他、変圧器等の重要箇所 
の不具合の発生の可能性がある。 

極域に近い領域で大きな影響が起こりうるが、 
中緯度での発生の可能性もある。 

～最大 2 日程度 
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・ 国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）は、宇宙天気情報利用の手引き（以下、「手
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